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デロイト トーマツ コンサルティング SMART X LABリーダー 北川 史和からご挨拶

はじめに

はじめまして、デロイト トーマツ コンサルティング SMART X LABを主宰しております、北川 史和です。SMART X LABはVUCAとよばれ
る、複雑化する社会問題に取り組むために、それぞれの業界の専門性の高いメンバーを束ね、社会アジェンダへ取り組む横断的な組織と
して立ち上げました。昨今の課題解決は政策的な視点から、各企業が形成するEcosystemの創造。そしてそれを繋ぎ活性化するため、
またはビジネスとして機能させるためのDigital実装の面とを一気通貫に通して社会に貢献するチームでございます。

今年度は、Smart Cityを中心にSmart Mobility、Smart Finance、Smart Factory、Smart Energy、Smart Healthcare、Circular
Economyなどの社会アジェンダに、政策提言や技術戦略、そしてPlatform Engineeringといケイパビリティをもって対応しております。

Smart CityやSmart Mobilityに関しても、単体での事業化は難しいとされています。その「器」に対して収益となるビジネスアプリケーション
をデザインし、Ecosystemを形成し、収益化の道筋を立てることに主眼をおき、コンサルティングサービスを提供しています。さらにはDigital
実装のご支援も可能です。

もし、ご関心、ディスカッションしてみたい等、ご要望がございましたらご連絡いただけましたらと存じます。これからもご愛顧の程よろしくお願
いいたします。

北川史和
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BACKGROUND
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極めて複雑性が高いビジネス／社会アジェンダに立ち向かうためには
今までのやり方では立ち行かない。

WHY
なぜSMART X LAB を
立ち上げたのか？

VUCA（VOLATILITY変動性／UNCERTAINTY不確実性／COMPLEXITY複雑性／
AMBIGUITY曖昧性）に代表されるように、非連続的で、先が見通せない状況の中、
ビジネスアジェンダ及び社会アジェンダ共に複雑性が増し、一部署や一企業単体では
立ち行かない状況である。そう言った背景を基に、複雑性の極めて高いビジネス、社会
アジェンダを取り扱うユニットがSMART X LABである。

COMPETENCY
CAPABILITY
何を提供するのか

インダストリー横断型人材＋専門職という組み合わせで、上記のようなアジェンダに対し
て、深い知見を提供する。
戦略だけに止まらず、アイデアの具体化及びデジタル実装までをEnd to Endで支援する。
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BACKGROUND
現在、そしてこれからの課題及び背景
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01

不明瞭／非連続な環境

VUCA（VOLATILITY / UNCER-TAINTY / 
COMPLEXITY / AM-BIGUITY）と呼ばれて
いる現在、各企業もそもそもの課題や、こ
れから何をすべきかが不明瞭であり、今ま
でのように顕在化した問題に対してソ
リューションを提供するだけでは価値を出し
づらくなりつつある。

社会問題

02

既存プロセスの硬直化によって
価値あるアイデアがでない

大企業においては、過去の成功体験、カ
イゼンの弊害、プロダクト／課題始点での
開発プロセスによって、真に価値のあるア
イデア（ユーザーが求めていて、公益性が
あり、収益性のあるモノ）が生まれにくい
プロセスに陥っている。

プロセス課題

03

組織の縦割りの弊害

企業は効率化を求めた結果、縦割りが
進み、横とのコミュニケーションが簡単に取
れるようにはなっておらず、連動不足によ
る非効率化、コスト増が見られる。また縦
割りの弊害により、各顧客タッチポイント
において、一貫性の無い施策群が提供さ
れている。

組織課題
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VALUE PROPOSITION
3つの重要性及び提供価値
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01

不明瞭／非連続な環境

問いを作るもしくは問いを見つけ出すこと
を支援

社会問題

02

既存プロセスの硬直化によって
価値あるアイデアがでない

魅力的なアイデアを生み出せるプロセス／
仕組み作りを支援

プロセス課題

03

組織の縦割りの弊害

組織をオーケストレーションしつつ、ユーザー
視点で素早く、End to End（E2E）での
一貫性のある施策及びデジタル実装まで
を幅広く提供

組織課題



© 2021. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.

オープンデータプラットフォーム

Digital視点から見た社会構造と各階層（HORIZON）での事象

差別的要素としてEcosystem Solution構造体を実装、構築することを狙う

6

“社会課題の解決に向かって” テーマ領域 4
API Ec o n o my
進展

テーマ領域 3
Pay m e n t  /
To ke n

産業B

産業C

ON-LINE
OFF-L INE

テーマ領域 1
業際

プラットフォーム

H O R I ZO N 3／企業、産業間の壁を越えた戦い

HORIZON 1／パイの奪い合い／ニッチの探索等 HORIZON 2／ディスラプション／協創／協働
H O R I Z O N 2

H O R I Z O N 3

産業A

テーマ領域 2
B l o c kc h a i n

H O R I Z O N 1
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個人を起点とした社会までの各領域

SMART Xアジェンダを互いに協調させながら、影響範囲を社会活動に結び付けることを狙う

7

SOC IETY

CITY

SMART
CITY

SMART
FINANCE

SMART
FACTORY

SMART
LOCAL

COMMUNITY

SMART
MOBILITY

個人

SMART
HEALTH

CARE
CIRCULAR
ECONOMYSMART

ENERGY

企業内

培った知見、経験、スキルを基に
Ecosystemを都市、社会へと広げ価値を
高める。

小さなEcosystemをターゲットとして実装
／PoC／及びエミネンス作成にこだわって
ゆく。
確実な収益を見極める。

企業体連合や、グローバルに拡張する
社会全体で成立するEcosystem

複数のコミュニティ間で成立する
Ecosystem

会員制組織等の中で成立する
Ecosystem

病院／大学／モール／駅

一つの企業で成立する
Ecosystem

Payment／持株会社内通貨
Peachなどの特定アライアンス

各領域のEcosystemの粒度 領域拡大に向けたKSF
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Industryで生み出された業界横断的なアジェンダ、ソリューションをProactiveにご提案する
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自Industryへの貢献を越えて、全社的な視点から、一層Proactiveに営業、提案機会、Ecosystem形成の機会を創出する

所謂「大部屋」を作ることで、Cross Industryの戦略提案が実現、言うなればEcoSytem創造型のコンサルティングサービスを目指す

Cross IndustryへのProactiveな営業

OFFERING INDUSTRY

SMART X 「大部屋」

Industry発のCross Industryテーマに絞った活動を行う

SMART
FINANCE

SMART
FACTORY

CIRCULAR
ECONOMY

SMART
CITY

SMART
MOBILITY

SMART
HEALTH CARE

SMART
LOCAL

SMART
ENERGY
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SMART X LABのAgendaとEnablerの構成

SMART XのAgendaは、四つのEnablersとの協調関係を持ち、さらに新たなAgendaの獲得
を狙う
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AGENDA

ENABLERS

拡大予定

A
B

C

E F

SOCIETY 5.0

VISIONARY
APPROACH技術戦略産業政策 PLATFORM

ENGINEERING

VI S ION /BRA N D
IDEA T I O N

&
ST R A T E G Y

IMPLEMENT A T I O N

SMART
FINANCE

SMART
FACTORY

CIRCULAR
ECONOMY

SMART
CITY

SMART
MOBILITY

SMART
HEALTH CARE

SMART
LOCAL

SMART
ENERGY



© 2021. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.

各アジェンダ(SMART X)は相互に連携することで、新たな価値をクライアントへ提案する
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SMART X 概要 例

SMART
CITY

Societ5.0に代表される次世代都市／
街のコンセプト設計及び実装支援

都市再開発地域におけるスマートシティ戦略
MaaS実証実験／STOによる地域経済圏創出

SMART
LOCAL

地方／観光地などに焦点を当て、各地方
ごとの課題をテクノロジー等を用い解決する

地方における可能性をユーザー始点で再考し、モビリティ、ヘルスケア、エネル
ギー、ペイメントなどのソリューションを地方自治体及び企業へと提案

CIRCULAR
ECONOMY

次世代循環型社会の概要設計及びそれの
実装

プラスチック資源循環戦略運用、プラスチック製品CE戦略策定支援、EVバッ
テリーCE戦略、グリーンファイナンス市場拡大支援

SMART
ENERGY

次世代型エネルギー戦略及びそれの実装
支援 UX、Mobility Serviceを取り込んだSmart Energyの戦略立案及び実装支援

SMART
FINANCE

Ecosystemの基盤となるペイメント及び
セキュリティートークンの戦略及び実行

地方自治体における、セキュリティートークンを基にした住民参加型の再開発
支援や、地域通貨を軸とした経済圏創出支援

SMART
FACTORY

製造業特にマニュファクチャリングにおける
デジタルトランスフォーメーション

工場及び工場地帯におけるIoTによる、工場の生産性、柔軟性向上、コスト
削減支援／AI活用による自動車完成検査の規制緻密化支援

SMART
MOBILITY

モビリティサービス設計及び実装支援 失敗と成功に学ぶモビリティサービス実装支援

SMART
HEALTH CARE

ヘルスケアを軸とした、街の再開発及びそれ
の実装支援

製薬企業＋地方自治体＋MaaS P／Fer＋地場産業との連携などによるモビ
リティサービスを軸とした医療サービス実装支援



産業政策 技術戦略
MODERN ENGINEERINGFUTURE TECH /MATERIALINDUSTRIAL POLICY

PLATFORM  
ENGINEERING

製造業の効率化に向けたDX政策

自転車バーチャルエンジニアリング
コンソーシアム運営

MaaSの都市または地方への
実装手法

スマートシティにおける民側事業
戦略

SMART X LABアジェンダに関連する
最先端技術（モノづくり＋IT）戦略
立案

企業内での重要度がますます高まる
CTO／研究開発マネジメント部門に
対するR&D戦略立案
（Vision→Enablers→Action）

VISIONARY 
APPROACH
DESIGN &CRAFT

Vision策定、新規事業創出、形の
ないモノを体験化するためのメソドロ
ジー及びツールを提供

ストーリー（Vision＋それを伝える一
貫したUX）を協創しそれを伝える最
適な媒体を設計することを支援

デジタルトランスフォーメーションを支え
るイノベーションプラットフォームの提供

プラットフォームアーキテクチャー
構想、構築

DevSecOps部隊の併走

11



SMART MOBILITY
モビリティに係る動向とデロイト トーマツのアプローチ

12
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MaaS時代の都市交通イメージ（当社仮説）

“マイカー中心”社会から、“マス輸送＋ワンマイルモビリティ”の社会への移行に伴い、
自動車・自動車部品に求められる要件も分化していく

13

MaaS

A都市 B都市

P

P

P

Share

Share

Share

Share Share

Share

Share Share

Share

パーソナルモビリティ
（シェアリング）

オンデマンドバス
ロボタクシー

BRT
（都市内）

BRT
（都市間）

カーシェア
（フリーフロート）

カーシェア
（ステーション）

鉄道

マイカー

マイカー

Share
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過去の国内MaaS実証Lesson&Learnから学んだ社会実装への流れ

地公体と事業体の社会実装に向けた各フェーズでの相互関係強化、Ecosystem構築が
MaaS社会実装に向けた道筋をつける

地公体事業体

コンセプト

実装

サービス
設計

実証

実用

体制

サービス

地域課題

都市社会
システム

都市社会
基盤

サービス
コンセプト

エコ
システム

サービス
システム

実証実験

相互関係

相互関係

相互関係

社会実装

低

高

連携強化度
低高低

実
現
難
易
度

【MaaSプロジェクト（組成中）一例】
地方自治体を中心とした広域MaaS。地域格差の平滑化に向け、医療、
教育、物販などのフィジカルサービスとモビリティサービスを一体化。地公体を
中心に、各地域における課題を見極め、それらを解決する技術やサービスを
有する事業体とEcosystemを形成し、広域のMaaSの社会実装に向けて取
り組む。
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事業体の実証実験事例L&L

都市社会システムや基盤とのつながりを強化することで、
自動運転社会の実現可能性が高まる
事業規模（投入台数）を考慮しないサービスの立て付
け（ペルソナ、エリア）では、実用性を失う

地場の移動サービスや事業体をうまく巻き込むことで、政
策－事業体が一体となったMaaSの醸成につながる
街路再編は住民のライフスタイルの再編につながる為、地
域住民の理解を得られなければ取組停滞のリスクも

移
動

サ
ー
ビ
ス

（
モ
ビ
リ
テ
ィ
）

電車 バス タクシー 自転車 New
Mobility

サ
ー
ビ
ス

物販 医療 教育 エンタメ その他

都
市

社
会
基
盤

道路／信号
／エネルギ 建物 通信

インフラ
駐車場／
整備工場 遠隔管制

都
市
社
会

シ
ス
テ
ム

人流／物流 ルール／
文化 空港／駅 病院／学校 デパート／

コンビニ

情
報

サ
ー
ビ
ス

人流系 物流系 交通系 エンタメ系 予約決済

：移動サービスが提供している領域

移
動

サ
ー
ビ
ス

（
モ
ビ
リ
テ
ィ
）

電車 バス タクシー 自転車 New
Mobility

サ
ー
ビ
ス

物販 医療 教育 エンタメ その他

都
市

社
会
基
盤

道路／信号
／エネルギ 建物 通信

インフラ
駐車場／
整備工場 遠隔管制

都
市
社
会

シ
ス
テ
ム

人流／物流 ルール／
文化 空港／駅 病院／学校 デパート／

コンビニ

情
報

サ
ー
ビ
ス

人流系 物流系 交通系 エンタメ系 予約決済

：移動サービスが提供している領域

地公体の実証実験事例L&L

サービス構造

サービス構造
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ライドシェア デマンドバス サイクルシェア カーシェア

Uber Lift Gett chariot ofo mobike TURO

ライドシェア
最大手

米国内
シェア2位

イスラエル
発ライド
シェア

マイクロ
トランジット
代表的企業

世界シェア
トップ

世界シェア
2位

P2P
カーシェア
大手

2019年
純売上高
（億円）

15,562 8,978 N/A N/A N/A 250 N/A

営業
利益率 -61% -75% 赤字 赤字

*事業終了を
発表(19年1月)

赤字 -300%
*海外事業終了を
発表(19年3月)

赤字

15

代表的なモビリティサービス企業の収益性

加えて、モビリティサービス専業各社は収益化に苦戦しているのが実情

出所： Financial Times「Gett drives for profit after funding round values taxi app at $1.4bn」（2018年6月7日）、 Wall Street Journal「Uber’s Financials: An Inside 
Look」(2018年8月15日)、The Information「 Lyft Shows Financial Improvement Ahead of IPO Filing 」（2018年9月26日）、 Pandaily「Ofo Investor Says it is Profitable 
Only When Mobike Merges with ofo」（2017年9月25日）,虎嗅「美团27亿美金收摩拜，到底买了啥？」（2018年4月15日）、CNBC「Car-share firm Turo targets 
global expansion with new fundraising」（2017年9月6日）よりデロイト作成
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モビリティサービスの収益源資の拡がり例

すなわち、移動対価の獲得（＝交通支出の奪い合い）に留まらず、他の“財布”に原資を
広げるビジネスモデルの構築が求められる

社会

移動

生活

出所： 「社会保障給付費の推移」（厚生労働省ウェブサイト）、「家計調査（家計収支編） 時系列データ（総世帯・単身世帯）」（総務省
統計局ウェブサイト）、「家計調査 収支項目分類」（総務省統計局ウェブサイト）、「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数のポイン
ト（平成31年1月1日現在）」（総務省ウェブサイト）よりデロイト トーマツ コンサルティング作成

想定される原資：

社会コスト
（社会システムの非効率・
不経済によるムダ）

想定される原資：

家計の生活支出
（食事、買い物等）

社会保障給付費

123.7兆円/年

生活サービス支出
70.4兆円/年

想定される原資：

家計の交通支出

交通費支出
4.1兆円/年
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モビリティサービスを巡るマネタイズ競争の構図

モビリティサービスの移動対価で儲けるのではなく、別の「回収ポイント」で稼ぐ、
複層的なビジネスモデル構築が進んでおり、車（移動体）のあり方も変化を遂げていく

移
動

移動目的

移動体

サイバー
（移動の検索・
予約・決済）

フィジカル
（運行・輸送）

移動・都市
インフラ

移動周辺／関連サービス
（決済、生活サービス、ヘルスケア・・・）

自動車 鉄道
車両

MaaS（マルチモーダル最適化）

カーシェ
ア

レンタ
カー タクシー

バス／
BRT／

LRT

旅客
鉄道

デマンド
交通 ・・・

まち・都市インフラ

・・・道路交通
インフラ

軌道
交通

インフラ

・・・

Smart Life
ソリューション
で回収

“フック”
としての
モビリティ

Smart City
ソリューション
で回収

クルマは、
周辺ビジネスに最

適化された
新たな姿へと
進化していく
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移動目的への染み出し：Uberの非緊急医療搬送サービス（NEMT）市場参入

Uberは、移動困難者の医療アクセシビリティを高めつつ、社会的費用（搬送補助金、脆
弱な交通による診療生産性低下）の改善でマネタイズ

自宅
（運転困難な患者）

医療施設

自宅
（運転困難な患者）

医療施設

送迎配車予約

通知／リマインド

Uber提供のダッシュ
ボードで配車・履歴・
精算等を管理

送迎

Uber Health：B2B配車サービス
（HIPAAのプライバシー規則準拠）

NEMT：運転困難者向け非緊急医療搬送サービス
(Non-Emergency Medical Transportation)

サービス水準の低さにより…
→ 年間360万人がアポイントに遅れ、診

療を受けられず
→ 緊急搬送や再入院の増加で、

年間1500億ドルの損失が発生

診療の“No Show率”減少：
Uber Health利用者：8%
vs 業界平均：25～50%

配車予約

従来 UBER Health導入後

年30億ドルの公的補助金
（低所得者及び一部高齢者が対象）

搬送費40-50%削減
＋ 診療の生産性向上

•2018年3月
Uber Health立上

•全米100以上の
医療機関と連携

非スマホユーザにも
テキストや固定電話で

連絡

18

* Now Show率やコスト削減見通しは、2016年～2017年に医療機関とのマッチングをCirculationが仲介し、移動手段のみをUberが提供していた時期のデータ
* HIPAA： 医療保険の相互運用性と説明責任に関する法律
出所： NCSL「Non-Emergency Medical Transportation: A Vital Lifeline for a Healthy Community」(2015年7月1日)、Business Wire 「Circulation Expands into 700 Health Facilities across 25 States」
（2017/4/20）、The Verge「Uber is driving patients to their doctors in a big grab for medical transit market 」(2018年3月1日) よりデロイト トーマツ コンサルティング作成



SMART CITY
スマートシティに係る動向とデロイト トーマツのアプローチ

19
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スマートシティとはなにか～内閣府における各用語の定義～

内閣府において”スマートシティ”は”Society5.0”の実現に向けた先行的な社会実装の場と
して定義されている

Society5.0

スマートシティ
Society 5.0の先行的な社会実装の場

スーパーシティ

・・・ ・・・

サイバー空間とフィジカル（現実）空間を
高度に融合させたシステムにより、

経済発展と社会的課題の解決を両立する、
人間中心の社会（Society）

2030年頃に実現される未来社会の生活を
先行的に実現すべく選定された少数のエリア
（まるごと未来都市の実践・先行実現）

社会全体

都市A
都市B

都市C

出所：内閣府HP等
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なぜ取り組むのか～社会課題の顕在化～

社会構造の変化に起因する様々な社会課題を解決する手段として“スマートシティ”への取
組が注目されている

増加する食糧需要への対応
農業・水産業の6次産業化
廃棄物の効率的な処理等

大規模災害への対応
気候変動への対応
環境負荷が低い移動手段
の確立等

出所：総務省「新たな情報通信技術戦略の在り方」

社会インフラの
老朽化

自然災害の頻発・
気候の変動

エネルギー・
資源の枯渇

世界人口の増大

超高齢化
社会の到来

都市への
人口集中と

過疎地域への
対応

少子高齢化への対応
高齢者の健康維持・管理
労働力人口減少への対応
増加する医療費の抑制等

道路・橋梁・トンネル・ダム等の
インフラ老朽化対応

 インフラ維持・管理の効率化等

増大する物流量への対応
交通渋滞の緩和
過疎地域等における移動手段の確
保等

安定的なエネルギー供給
化石燃料からの脱却
再生可能エネルギーの
安定的な利用等

社
会
課
題
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なぜ取り組むのか～もたらされる変化～

“スマートシティ”への取組によって、従来よりも正確性・即時性が高く、双方向的かつ効率
的な都市運営が可能となる

客観的な意思決定が可能になる

領域を跨いだリソース活用が可能になる

簡単に個人からフィードバックを受けることが可能になる

リアルタイムの情報管理・活用が可能になる

“経験”に基づく
“主観”的判断

“データ”に基づく
“客観”的判断

“過去”のデータ
に基づく判断

“現在”のデータ
に基づく判断

“領域単位”での
データ“利用”

“領域間”での
データ“共有・利活用”

“単一方向”での
“情報発信”

“双方向”での
“コミュニケーション”

正確性の向上

即時性の向上

コミュニケーションの双方向化

領域横断による効率化

４つの変化



© 2021. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.23

なぜ取り組むのか～デロイト トーマツが考えるスマートシティの目的～

「生活の質の向上」「経済的価値の創出」「持続可能性の確立」に加え、「変化に対する適
応力の具備」が”スマートシティ”の目的となる

生活の質
の向上

Quality of Life

経済的価値
の創出

Economic Value

持続可能性
の確立

Sustainability

変化に対する
適応力の具備

Resilience

Smart City

COVID-19
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誰がどのような取組をしているのか～中央政府による取組～

内閣府、総務省、国土交通省、経済産業省が中心となって“スマートシティ”を推進してい
る

スマートモビリティチャレンジ
パイロット地域分析事業

データ利活用型
スマートシティ推進事業

スマートモビリティチャレンジ
新モビリティサービス推進事業

スーパーシティ構想

スマートシティモデル事業

SIPアーキテクチャ構築・実証

5G総合実証試験

近未来技術等社会実装事業

2019年度～

2017年度～

2019年度～

2020年度～

2019年度～

2019年度～

2017年度～

2018年度～

先駆的な新しいモビリティサービスの
社会実装への取組

ICT活用による分野横断的な
スマートシティ型の街づくりへの取組

地域の交通課題解決に向けた
新たなサービスモデル構築への取組

国家戦略特区を活用した
スマートシティの先行実装への取組

新技術、官民データの活用による
都市・地域課題解決への取組

スマートシティにおける共通設計図・
運用マニュアル構築への取組

実証を通じた5Gの実現による
新たな市場の創出への取組

AI、IoT等の近未来技術の実装による
地方創生への取組

2019年8月、上記4府省が事務局となり、企業、大学、地方公共団体等を会員として、
事業支援、分科会、マッチング等を実施する「スマートシティ官民連携プラットフォーム」を設立

内閣府

総務省

国土交通省

経済産業省

出所：各府省HP等
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どのようにして実現するのか～スマートシティの実現に向けた4つのポイント～

“スマートシティ”の実現に向けては、構想策定からファイナンス設計、組織構築、ICT基盤整
備まで一気通貫での取組が必要です

経済的価値に加え、
多様な社会的価値を見え
る化し、プロジェクト設計に
組み込む

監査・保証業務、リスクアド
バイザリー、ファイナンシャル
アドバイザリー、コンサルティ
ング、税務・法務の専門知見に
基づき、ソーシャルファイナンスを
含む資金調達を支援するとともに、
その資本市場を整備する

都市OSのハコモノ化を
回避しつつ、分野や都市を

またいだデータの連携と
利活用を推進し、セキュリティを

担保する

異なる価値を結ぶ
トータルバリュープロジェクトデザイン

人と人を結ぶ
コミュニティ起点のクロスセクター連携

都市とデータを結ぶ
まちづくりと都市OS構築・

活用戦略の一体化

都市と資本を結ぶ
スマートシティファイナンス

中立性と強固なネットワークを
活かし、官民のセクターや
組織の壁を超えたコミュニ
ティを生成、実効性ある
最適な連携を支援する
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スマートシティの検討領域

目指す姿や具体的に解決すべき課題を設定する際には、都市における検討領域を6つに
大別し、網羅感を持って検討する

グランド
デザイン

生活・ヘルスケア
Living 

& Healthcare

行政・教育
Government
& Education

経済
Economy

モビリティ（移動）
Mobility

環境・エネルギー
Environment 

& Energy

セキュリティ
Safety 

& Security

MaaSや自動運転による
移動の活発化・円滑化 等

災害予測やサイバー
セキュリティ強化による

安全なまちづくりの推進 等

行政手続きや教育の
デジタル化による住民
サービスの質向上 等

地域通貨・キャッシュレス化
による地域経済の活性化 等

見守りや遠隔医療・
バリアフリー化による

住みよいまちづくりの推進 等

再生可能エネルギー普及やエ
ネルギー取引PFによる
環境負荷の軽減 等
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Deloitte Globalでの推進体制

Global全体でスマートシティに関する知見・ノウハウを共有している

ANTUNES
Miguel Eiras

Global Smart Cities 
Leader

FLYNN Michael
Deloitte Global

GPS Leader

CARVALHO 
Sergio Bruno

Head of Smart Cities 
Product /Business Dev.

Europe North America

CORWIN Scott
Global Future of 
Mobility Practice 

Leader

SILLS Deborah
Global Consulting 

GPS Leader

SEN Rana
Global Smart City

Initiative Lead

Japan

KONO Tsuyoshi
JP GPS Lead/ 

Smart City Co-Lead

MORI Shuichi
JP GPS Deputy 

Lead/
Smart City Co-Lead

APAC

MA, Clare Jiong Lin
China GPS Leader 
and China Smart 

City Leader

CHENG, Sidney
Macau Managing 

Partner

REZEK Danny
Lead Partner  on 

Smart Cities 
campaign

Central/ South America

DE LA PENA 
Eduardo

Partner, Financial 
Advisory in Mexico

MATSUBAYASHI 
Marcia Ogawa
TMT Industry 

Leader for Brazil
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Deloitte Globalでの注力都市

世界中でスマートシティに関するコンサルティングを提供している

Amsterdam*

Milan / Coima

Atlanta

Los 
Angeles

Boston

Miami

Vancouver

Toronto

New York

Washington 
DC

Brisbane

London

Stockholm

Shanghai

Tokyo

Neom*

Qatar

San Diego

Cascais /
Lisboa

Johannesburg

Helsinki

Mekkah

Singapore

Western 
Sydney
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世界経済フォーラムの取り組みと戦略パートナシップ

デロイトは世界経済フォーラムと戦略パートナーシップ協定を締結しており、スマートシティ関連
の様々な領域での活動を展開している

Strategic 
Partnership

Deloitteは、世界経済フォーラム(WEF)と戦略的パート
ナーシップを締結しています。毎年1月にダボスで開催さ
れる年次総会や、年間を通じて世界各地で開催される
地域会合に代表団を派遣し、世界に向けた知見の発
信を行っています。また、ダボス会議をはじめとする国際
会合の開催を企画や内容の観点から支援しています。

Deloitteは、WEFの様々なプロジェクトの「ナレッジ・アド
バイザー」として、グローバルな課題や業界の課題に関す
るアジェンダを形成する役割を担っており、Deloitteの豊
富な人材、知識、リソースを提供しています。Deloitteと
WEFは、グローバルな問題やトレンドに対処するため、
様々なプロジェクトを通じて重要な調査やコンテンツにつ
いて共同で取り組んでいます。

Deloitteは、C4IRと以下の6つの注力分野における政策
の枠組みやルール形成を目的として、共同設計や実証
実験に取り組んでいます。

WEFは、2017年3月に第4次産業革命に関する取組を
推進する拠点として第4次産業革命センター(C4IR)をサン
フランシスコに設立しました。2018年9月には、Deloitteと
してWEF C4IRとGlobal Partnership契約を締結し、下
述の6分野に積極的な関与を行っているほか、Global 
4IR CouncilメンバーとしてDeloitte社員が参画しています。

戦略パートナーシップの締結

共同調査／コラボレーション

第4次産業革命センター
（C4IR）との連携

C4IRの6つの注力分野

Shaping the Future of technology governance…

世界経済
フォーラム

AI and Machine Learning Data Policy

IoT, Robotics and Smart 
Cities

Autonomous and Urban 
Mobility

Blockchain and Distributed 
Ledger Technology

Drones and Tomorrow’s 
Airspace

1 4

2 5

3 6



Smart Local
地方自治体×デロイト トーマツの取り組み紹介
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国内外からの観光客数も多く、
本県の代表的な観光地である
日光エリアにおいて下記を実施

【2020年度事業】
県有バスEV化更新

【2021年度事業（予定）】
デマンド交通自立運営可能性調査
県営駐車場EV充電設備整備
MaaS活用に向けた普及啓発

栃木県「観光型MaaS活用交通モデル構築事業」概要

栃木県は、代表的な観光地である日光エリアにて＜豊富な観光資源＞や＜交通アクセス
の良さ＞など県の強みを最大限に活かした観光振興を行い、地域課題に挑戦している

31

 現在の少子化や人口移動の傾向が継続すると、県の総人口は2019年の約194万人から2060年には約130万人
まで減少する見通し。
労働力人口の確保や地域の活力維持など、社会経済の様々な分野への影響が懸念される。

 そこで栃木県では、2060年の人口150万人維持を目標に、本県の強み・可能性を生かす各種施策に市町や民
間企業等と連携して取り組んでいる。地域課題

事業内容

【重点施策】
豊富な観光資源や交通アクセスの良さなど、本県の有する強みを最大限に生かす観光振興施策を展開。

出所：栃木県庁
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栃木県「自動車CASE活用による脱炭素型地域交通モデル構築計画」の策定

デロイト トーマツは、これら取組の礎となる交通モデル構築計画の策定を支援
将来は他地域へのエリア拡張、および地域住民に向けたサービス拡張を視野に入れている

32

再生可能エネルギー普及による
CO2排出量削減・防災力向上

電気

土産物店

土産工場

地産の卒FIT

新再エネ電源

水力発電
（とちぎ

ふるさと電気）

宇都宮市

宿泊施設

とちぎふるさと
電気の普及

EVカーシェアの電
源活用

日光市内
AIデマンドバス

鉄道やEVカーシェアで接続

交通の電化普及による奥日光の環境保全と
国際エコリゾートとしての日光ブランド確立

バス・トラックのEV
化

観光船や
バイクの電化

中禅寺・奥日光でのEV優遇
(エリア内はEV化率100%を目指す)

交通渋滞の解消 による
住民や観光客の利便性向上 公共交通網

の最適化
貨客混載

の実施

パークアンドライド＋
観光AIデマンドバス

ネットワーク型コンパクトシティの
形成 による都市の持続的な発展

EVトラックによ
る共同配送

電気

電気

鬼怒川・足利など

環境にやさしいまちづくり による
県内各地域の活性化・魅力向上

AIデマンド
バス導入

車両の
EV化

再エネの
普及

スマートエネルギーマネ
ジメントの導入

スマートモビリティサービス
(観光型/宇都宮版MaaS)導入

大谷地域の
観光振興

LRTの
新設

2040年度の脱炭素社会の絵姿（案）

座組（事業推進主体）

栃木県 関係機関
（市町等）

地元温泉組合
観光協会 等

民間
インフラ企業等 日光EV推進連携会議を組成

出所：栃木県庁
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愛知県豊田市の取り組み

所有・共有を問わず、未来のモビリティの可能性を引き出し、地域の課題の解決を図る取
組をMobility as a Solutionと呼び推進している

所有・共有を問わず、未来のモビリティの可能性を引き出し、全体最適化
し、まちづくりと連携しながら、地域の課題の解決を図る取り組み

Mobility as a Solution
取り組み方針取り組みコンセプト

に
ぎ
わ
い
創
出M

aaS

地
域
課
題
解
決M

aaS

概要

取組

概要

取組

出張者や観光客等の市外から豊田市へ訪れる方をター
ゲットに、移動負担軽減、地域消費の拡大を目指したモ
ビリティサービスを提供し、地域のにぎわいを創出する。

以下の取り組みを、取組拡大・新規実施していく

 広域かつ、地域の多様な
交通を検索できる仕組み

 地域の観光情報と連動
したルート案内

 観光資源と連携したチ
ケット造成・イベント実施

超小型電気自動車のシェアリング等

山村地域等、移動に課題を持つ地域住民をターゲットに、
持続可能なモビリティサービスの提供や、当該地域での生
活の質を高める可動産サービスを提供する。

以下の取り組みを、取組拡大・新規実施していく

 新たな技術等の活用によ
る、既存地域交通と比較
した経費削減

 高齢者等の外出先と連
携した移動サービス提供

 買い物弱者問題等に対
応する可動産サービス コミュニティバスの多機能集約化

MaaS推進構想

まちづくり施策

地域ニーズ

にぎわい創出 地域課題解決

出所：愛知県豊田市役所
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熊本県UX Projectの取り組み

熊本の強みを活かし、変革する阿蘇くまもと空港周辺地域を新産業創出の拠点とするコン
セプトの実現に向けて取り組んでいる

34

UX Projectの名前の由来

主人公は人。人が結ぶ技術・情報・社会を熊本から発信。
 “You”
 “結う”
 “熊（ゆう）”

身近な人、家族、県民、国民、全世界の人々を「あなた」を表現
人と人、人と技術、人と情報とを「結う」を表現
ここ「熊本」からを表現

人と X をかけ合わせることで生まれるイノベーションを熊本から創出。

 “Cross”
 “未知”

人と人、人と技術、人と情報とを「かけ合わせる」を表現
これから起こるイノベーションの「未知」への期待と感動を表現

取り組みのコンセプト 取り組みの方向性
”熊本の強み”を活かしつつ、”先端技術”と”アフターコロナに
おける価値観の変化”をしっかりと踏まえた、『地域資源を活
用した、新産業創出が繰り返される、くまもと』を目指す

目指す姿

コンセプト

取り組みの一例 1. 研究機関の集積や人材育成
2. 技術交流の拠点となるイノベーションハブの設立
3. 先端技術の導入・活用

変革する空港周辺地域を
新産業創出の拠点へ

新産業創出の拠点

研究機関、金融機関

共同研究エリア、コーディネータ

5G/6G、VR/AR、自動運転

出所：熊本県庁



SMART HEALTH CARE
ヘルスケアに係る動向とデロイト トーマツのアプローチ

35



© 2021. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.

高齢者の身体障害・疾患別外出頻度内訳*1 都市累計別の高齢者（65歳以上）の外出率*2

罹患による外出頻度の低下 免許返納による外出頻度の低下

高齢者は、罹患や免許返納から外出率が低下する傾向にあり、住民の健康維持をさらに
悪化させる一因と推察する

*1：第51巻日本公衛誌第3号「地域在宅高齢者の外出頻度別にみた身体・心理・社会的特徴」
*2：国土交通省「全国都市交通特性調査」（平成27年）を元にデロイト トーマツ作成

60歳以上（ N=1,522）を対象に面接調査を実施し、
身体障害・慢性疾患別の既往有無及び外出頻度を調査

移
動
能
力
障
害

慢
性
疾
患 66.9%

50.0%

61.4%

55.7%

25.3%

33.1%

50.0%

38.6%

44.3%

74.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

心疾患

脳血管障害

聴力障害

視力障害

歩行障害

外出頻度が毎日1回以上 外出頻度が毎日1回未満

（N=190）

（N=210）

（N=285）

（N=146）

（N=257）

79% 77% 78%
74% 74%

57%
53%

48% 47% 44%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100% 免許あり 免許なし

三大
都市圏

地方中枢
都市圏

地方中核
都市圏

（>40万人）

地方中核
都市圏

（<40万人）

地方中心
都市

30pt

地方ほど高齢者の外出率は低下しており、
特に免許非保有者の低下が顕著

 75歳以上の免許返納数 30万人／年超
 赤字路線バス比率 83% 
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医療MaaSEcosystemの概要

デロイト トーマツは、慢性眼疾患（AMD）患者様の治療継続支援を目的とした
Ecosystemの社会実装に向けたプロジェクトを現在進行形で運営している

37

 高齢化社会において、眼科領域を始めとした感覚器
疾患に対する適切な医療提供が重要

 受診・検査率の低さ、通院継続率の低さ、投薬・治療
アドヒアランスの低さなどが課題

 緑内障患者の治療中断率

Ecosystemの全体像
AMDの治療中断原因となる知識・身体・心理の壁を
包括的に解決できる医療MaaSプラットフォームを設立

Ecosystem設立背景

39.1
%60.9

%治療中断
治療継続

出所：Kashiwagi K et al.: Jpn J Ophthalmol., 58(1), 68(2014)

Ecosystem設立目的
 上記の主たる課題に通院の物理的負担があると捉え
ています

 これを解決するために民間企業・地域自治体を巻き込
んだEcosystemの実現が不可欠であることから、
「Mobility」x「医療」をキーワードとしたEcosystemの立ち
上げ、構想策定、実証実験の計画を推進しております

医療知見・開発資源

Pharma

その他、地方自治体／エリア医師会・眼科医会／
医療施設／配車事業者も参加

医療MaaSプラットフォーム

診療・配車予約機能 生活支援・コミュニティ機能

MaaS Provider Health Tech

デロイト トーマツ
全体調整
計画具体化
PMO
交渉支援 等

配車予約機能 診療予約／情報提供



© 2021. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.

医療MaaS サービスフロー全体像

通院支援や生活支援／情報提供をコアサービスとした、オンデマンド型移動支援サービスで、
診療・施術終了後、生活必需品購入等の生活移動支援を行う

38

通院の帰りに
協賛企業店舗へ

送迎

病院
生活導線と通院
がセットで帰宅

患者自宅安価で便利な
生活用モビリティ

の享受

医療MaaSプラットフォーム

フ
ロ
ー

利
用
イ
メ
ー
ジ

①事前に患者情報を登録
②アプリで診療・行きの車両予約

⑥疾患に関する
情報・ポイント
情報を発信

④帰りの車両は
患者が病院で予約

③自宅から病院・
指定場所まで
オンデマンドで送迎

⑤料金は自動決済

通院 サポート

①設定 ②診療・車両予約
（往路） ③送迎 ④車両予約

（復路） ⑤決済 ⑥情報配信／
チャット

立ち寄り先来客増加・
売上増
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医療MaaSの地域経済寄与

住民の通院移動障壁解消に向けた医療MaaS導入が、地域経済への“三方良し”へ

39

目指したい姿：地域経済の好循環化へ

医療MaaS
Ecosystem形成
（医療・交通・

地域の各業者等）

課題

病院／薬局

地域住民

モビリティ
生活サービス

 その他の生活サービス連携を通じた
移動費用の低減

通院やその他移動の利便性向上
によるQoL向上

患者
（住民）

病院／薬局／移動者の患者数増
業務生産性向上

医療・
交通

医療費・介護費の低減
街の魅力向上 等行政

課題：住民の移動障壁による、悪循環

モビリティ障壁により、
医療へのアクセスが制限

社会課題へと発展（医療費の増大、
交通弱者の増大、地域経済の減退…）

治療離脱の増加：
疾患の重症化



SMART FINANCE
ファイナンス×デジタルに係る動向とデロイトトーマツのアプローチ
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未来の世界観（捉え方の一例）

デジタル化の進展に伴い、決済とそれに付随する情報は各産業に広がり、またそれらをつな
ぐものになると考えられる

Ecosystemの
“オーケストレータ”として
情報流を掴みに行く

（あらゆる「リスク」の裏にValueを見る）

保険業

リアルタイム情報を活用し、
プロアクティブな医療を提供する

（増加する医療費の抑制）医療

エネルギーのシェアリング
エコノミー化を狙う

（持続的な資源循環）
電力・ガス

健康・金銭の両面で豊かな状態の創
出・維持を支援する

（健康と金融資産のバランス化）

WHealth
（Whealth×Health）

製造業

モノ売りからあらゆる産業への
「成果売り」に転換する
（CX向上と社会課題解決）

プラットフォーマーとして
決済、情報を流通させる

決済（金融サービス業）

AIで動く
バーチャル・タレント
を開発・提供する

（新たな労働力の創出）

人材サービス

センサーを通じて
機器の稼働状況を共有

機器を用いて
成果創出に向けた
アドバイスを提供

バイタル情報を
リアルタイムで提供

患者に応じた
医療行為を

タイムリーに提供

バイタル・資産情報
を提供

健康改善や資産運用
のアドバイスを提供

エネルギー・
マーケットプレイス 不足分を適切価格で

マーケットから調達

余分なエネルギーを
マーケットに供給

各所で発生する
あらゆる形式の
価値交換を管理

価値交換プラットフォーム
（分散型台帳など）

作業状況・結果を取得して
バーチャル・タレントを開発・改良

ヒトに代わる労働力として
バーチャルタレントを企業に派遣 他産業

A社
他産業

B社
スタートアップ

C社

情報流からあらゆるリスクを識別し
新たな価値に転換

出所：様々な産業の「Industry Vision」に関する論文・レポートをもとにデロイト トーマツ作成
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決済、MaaSを介した利用データはデータP/Fに集約、分析され、
利用者にあった、リコメンデーション（商品やアクティビティの提
案など）や、健康づくりの提案、ポイント付与などが行われる

MaaS利用の収益のみならず、利用が促進された事業（店
舗や観光施設、健康づくりを通じた医療費の抑制など）か
ら収益を得る

アプリは単に決済（モノ、サービスの購入）に用いるだけでな
く、MssSのチケットや、情報提供（店舗からのマーケティング
や地域からの情報配信）、ポイント（クーポン）機能などを
提供する

アプリを利用する毎にデータが蓄積し、利用者の満足度と収
益性の向上が期待される

MaaS×決済P/Fのイメージ

例えばMaaSと決済を繋ぐことで、イノベーション・Ecosystemを構築し、利用者の利便性向
上と収益獲得の両立を図る

42

データプラットフォーム（P/F）
（集積・分析基盤）

ソリューション

①生活
サービス ②ヘルスケア ③観光 ・・・

リコメンデーション
・ポイント 健康づくり クーポン

（ポイント） ・・・ 収益

利用データ

MaaS

決済プラットフォーム（P/F）

スマートフォンアプリ
P



© 2021. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.

MaaS×決済P/F×生活サービスのイメージ

まちづくり等、社会課題に資する取組みを循環させるためには、デジタル通貨（ポイント）
によるインセンティブの付与とデータ利活用の導入が必須である

43

自宅
運動施設 地域の店舗

病院・診療所 地域イベント

交流促進
交流促進をすることで、外出機
会の創出とともに、地域の連携
を強化

データ
集積

データ集積

自宅からの移動
MaaSの提供により、使いやすい移動手段を
提供することで、外出・交流の促進を図る

データ分析結果
（レコメンド、各種案内）

データ集積

データ集積 データ集積

データプラットフォーム
（集積・分析基盤）

MaaS利用料金

スマホMaaSアプリ

利用者のアクション 顧客の行動・移動
データ
ポイント（トークン）Ｔ

医療連携
検診、人間ドック、アドバイス受診
など、未病対策がなされることで
利用者の健康維持と医療費の
抑制を実現

健康づくり
健康づくりによる医療費の削減。
高齢者の自立、外出、交流の機
会を提供することで介護の利用を
控え、介護費用を抑制

周辺店舗への送客
利用者の行動に基づいて趣味嗜好を
分析、その人にあった商品やサービスを
提案

ＴＴ

ＴＴ

Ｔ Ｔ

Ｔ

データ
集積
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STOの仕組み

5月に施行されたセキュリティトークン（STO）はファンディングの仕組みとして注目され、
大手銀行・証券や不動産等とのプロジェクトに加えルール形成を担っている

44

【ST発行・取引イメージ】 ＝有価証券を表象したトークン

 ブロックチェーン上に発行された有価証券と同等の価値を持つトークンを指す
 株式、債券、不動産といった対象資産に基づいて理論的な発行価格をもとにデジタル証券（トークン）を発行
 発行規制については各発行国の証券規制・税制に準拠する
 デジタル証券を活用した資金調達をSTO（Security Token Offering）と呼ぶ

STOとは

ブロックチェーン

投資

STを購入STを発行

資金調達
企業（発行体）

投資家

売買代金

売却

投資家
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観光資源の再開発におけるデジタル証券の活用（観光客向け）イメージ

地域の観点では、観光資産をデジタル証券化し資金調達することで、資金不足により進ま
ない観光開発や配当による観光客とのつながり強化を実現する

45

1 観光構想の核となるベースアセット（ランドマーク等）を
デジタル証券化し、資金調達

2 得た資金をもとに新たな第二のランドマークを建設、
デジタル証券化による資金調達

3 得た資金をもとに観光客が移動しやすい交通インフラ機
能を整備、デジタル証券化による資金調達

順
不
同

観光資源の開発・
再開発の課題

 政府の補助金頼みによる単発的な観光施策（地域振興券配布や限定的な観光インフラ整備）に
とどまり、持続的な集客を行うことが困難

 リピート顧客の囲い込みを行うことが困難

2

3

1

4
4

観光客向けデジタル通貨を流通させて、（デジタル証券
保持者に配当インセンティブ付与）地域経済活性化
観光客と地域事業者のコミュニケーションアプリとして投げ
銭やメッセージ機能を実装し、外部者との関係強化

データ基盤

5

決済データ（購買情報）や、アプリデータ（位置情報・
健康情報）をもとにインフラ整備の効率化・事業者生産
性向上

5

デジタル証券の活用による資金調達



Contacts

smart_x_lab@tohmatsu.co.jp
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北川 史和 / Partner
デロイト トーマツ コンサルティング合同会社
SMART X LAB リーダー

代表的なプロジェクト
経営戦略関連

海外自動車、家電メーカー成長戦略策定・ブランド戦略策定

技術戦略関連
国内外大手自動車メーカー、部品メーカーR&D体制構築
研究開発評価体系の構築／技術評価

Investment Banking

国内外の製造業におけるファイナンス、及びM&A

大手コンサルティングファームで16年の実績。製造業の戦略コンサルチームを率いて国内外のチームを創造してき
た。国内外の自動車メーカーとのプロジェクトを多数実施。さらに産業再生チームを立ち上げ、担当部長を兼任。
その後、大手証券会社にてインサイダー・アナリストのチームを率いて財務分析、MAの提案をトップアナリスト達
とともに行う。投資銀行部門にて製造業の法人担当として数百社をカバー。トップマネジメント向けの外交活動
に従事し、同時に海外の製造業のバンカーとともに活動してきた実績を有する。
2010年に東洋経済新聞社より『脱ガラパゴス戦略』を出版。ガラパゴス化の言葉を普及させるきっかけとなる。
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SMART X LABのプロフェッショナルのご紹介

Smart City

経歴
スマートシティイニシアティブのコアメンバーとして、スマートシティや都市開発関連の構想・
戦略策定に関するプロジェクトを多数支援。

代表的なプロジェクト
 スマートシティ事業構想策定支援
 スマート東京実現に向けた特区計画、特定街区の構想策定、MaaS等の領域支援等
 スマートシティ事業の参入戦略策定支援

（建設・総合商社・通信等、多業界）
 都心部における都市開発支援
 新駅設置に伴う駅前大規模開発のまちづくり構想策定支援
 大規模ターミナル駅の再開発に伴うコンセプト策定・導入機能の設計支援
 東京国際金融センター構想に向けた再開発構想策定支援

 鉄道沿線の沿線価値向上支援
 沿線行政・企業・大学と連携した健康まちづくり沿線構想の策定・実行支援
 沿線価値向上に向けた生活支援サービスの戦略策定支援

【代表的な執筆物】
「日本のスマートシティ市場の俯瞰_モビリティ革命時代の都市構想」（2019年）
「MaaSがもたらすモビリティ革命－日本版MaaSの可能性－」（2019年）

松山 知規
アソシエイトディレクター

経歴
自動車OEMにて、MaaS研究をリード、横浜でのオンデマンド無人移送サービス実証実
験プロジェクトリードなどを経てDTC参画。DTC参画後は、事業体・地公体それぞれに
おけるスマートモビリティ、スマートローカルに係る構想及び実装支援に従事。

代表的なプロジェクト
 電力業界
 電力会社によるEVを活用したモビリティサービス事業構築に向けた構想支援

 自動車業界
 MaaS×EaaSプラットフォーム構築に向けた構想支援
 自動車ライフサイクルにおけるコネクテッド構想の他モビリティへの活用構想支援

 地公体
 首都圏スマートモビリティ（MaaS）構想支援
 地方都市スマートシティ構想支援、地域交通サービス×生活支援サービス導入支援

自動車OEMでの代表的なプロジェクト
 スマートモビリティ（MaaS）
 IT企業との協業による横浜みなとみらいオンデマンド無人移送サービスプロジェクトリーダー
 東北震災地域復興に向けたスマートモビリティプロジェクトリーダー
 地方自治体とのスマートモビリティ（MaaS）に係るプロジェクトリーダー
 国内外MaaS動向調査、MaaS関連のシステム技術研究

 次世代車両技術
 自動運転システム基礎研究、EV/HEV/FCVシステム開発

小池 雄一
マネジャー

Smart Mobility × Smart Local
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経歴
自動車メーカーにて、小型世界戦略車の開発、先進安全システム研究開発等を経て
DTCに参画。DTC参画後は、自動車、エレキ、エネルギー分野にて官公庁や企業向け
のマクロトレンド・技術動向分析・戦略策定の支援を多数手がけている。

代表的なプロジェクト
 自動車・サプライヤ
 グローバル都市別将来モビリティ社会シナリオ分析
 AI技術強化に向けた投資戦略策定
 ロボティクス技術強化・新規事業確立に向けた投資戦略策定

 電機業界
 エネルギートランスフォーメンション戦略策定
 車載事業の技術ロードマップ策定
 スマート交通管制事業戦略策定
 スマート都市インフラ事業中期経営計画策定

 官公庁
 自動車開発におけるバーチャルエンジニアリング
 次世代自動車技術に係る整備機器の新技術動向調査
 自動運転・Mobilityデータ共有基盤 事業化戦略策定支援

【代表的な執筆物】
日経BP 「続・モビリティ―革命2030」 第1章・6章

新見 理介
シニアマネジャー

経歴
外資系コンサルティング会社を経て現職。長年、環境・エネルギー関連のコンサルティン
グ業務に従事。近年は、再生可能エネルギー・水素エネルギーに関する市場調査・ビジ
ネス構想化に加えて、新しいモビリティサービスを活用した地域活性化手法の検討等を
担当。

代表的なプロジェクト
 中央省庁／地方自治体

 環境省：地域の多様な課題に応える低炭素な都市・地域づくりモデル形成事業（地域新電力
を中心とした新しいビジネスモデル検討、地域循環共生圏実現に向けたKPI（地域経済付加価値
など）検討）

 経済産業省九州経済産業局：地域中核企業創出・支援事業（水素活用型エネルギーマネジ
メントシステムのビジネスモデル検討、事業者支援プラットフォームの検討、水素関連セミナー/フォーラ
ムの開催）

 福島県・鹿児島県・福岡市・大分市：水素利活用計画策定・水素エネルギー産業化調査（地
域の特徴を活かした水素地域モデルの構想・経済性試算・ロードマップ検討）

 栃木県：自動車CASE 活用による脱炭素型地域交通モデル構築支援業務（再エネ活用型電
動モビリティ導入/観光地MaaS実現方策検討）

 民間企業
 （石油会社）新電力事業戦略策定・販売戦略策定
 （電力会社）再生可能エネルギー関連新規ビジネス構想化・事業評価
 （大手ゼネコン）地熱発電由来水素活用ビジネス構想化・事業評価
 （総合商社）水素事業戦略策定
 （総合商社）地方都市におけるオンデマンドバス戦略策定

西村 崇宏
シニアマネジャー
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経歴
民間鉄道会社の経営企画部門での勤務を経て現職。
鉄軌道の新路線計画やバス路線再編、乗降データ分析、交通系ＩＣカード導入等、
公共交通に関する幅広い分野で経験を持つ。

代表的なプロジェクト
 中央省庁／地方自治体
 栃木県：自動車CASE 活用による脱炭素型地域交通モデル構築支援業務（再エネ活用型電

動モビリティ導入/観光地MaaS実現方策検討）
 国土交通省：地域交通事業者の財務諸表データ等活用手法検討業務（交通事業者が国に

提出する各種データを使いた各事業者の経営状況分析手法・指標検討）
 環境省：地方都市における次世代低炭素型交通システムの導入効果等に関する調査業務
 沖縄県：IC乗車券システム検討委員会運営業務（IC乗車券システムの導入に向けた全体統括

支援、システム開発プロジェクト実行支援）
 沖縄県：路線バス網再編素案検討業務（バス・モノレールの実態基礎調査、基幹バスシステム導

入を見据えた路線バス網再編素案検討）

 民間企業
 （総合商社）地方都市におけるオンデマンドバス戦略策定
 （総合商社）新たなモビリティビジネスモデル検討
 （地方バス事業者）中期経営計画策定
 （地方鉄道・バス事業者）路線バス網再編検討支援
 （地方鉄道・バス事業者）公共交通協議会運営支援
 （三セク鉄道事業者）運賃改定シミュレーション

前 博行
マネジャー

経歴
神奈川県横浜市職員、コミュニティファンド設立理事を経て現職。
MBA（経営学修士）。

 専門性・実績
 MaaS事業推進に向けた構想策定業務
 広域MaaS推進に向けた調査・検討業務
 ハードウェアスタートアップの深センでの事業展開支援
 DXスタートアップの実証実験促進支援
 産業DX推進に向けた政策提言業務
 民間企業の国際調達にかかるリスクガバナンス業務の設計や改善方針案の策定を実

施
 ホテル事業者の市場参入にかかるF/S業務の設計・実施
 私立大学の持続的な経営に向けた戦略策定支援を実施

 主要な著書
 金融機関のための観光業界の基本と取引のポイント （共著）
 地方自治職員研修（寄稿）
 大和証券 学校法人レポート「大学経営に求められるマーケティング戦略」（寄稿）
 月刊事業構想「公民連携による新市場創出」（寄稿）

柳橋 雅彦
マネジャー
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